
問 16（障がい者の人権は守られているか） 

 障がい者の人権について現在の状況をどのように考えていますか。（○はいくつでも） 

54.3%

40.2%

30.0%

18.2%

8.5%

8.1%

7.7%

7.0%

10.2%

1.0%

2.0%

A.人々の意識はかなり進んできたが

まだまだ差別や偏見がある

B.障がいや障がい者の生活上の不便さなど

に関する人々の認識が欠けている

C.就労の機会が保障されていない

D.福祉施策の充実などにより、

人権はだいたい保障されている

E.正しく理解され、人々の意識に

差別や偏見はほとんどない

F.教育の機会が保障されていない

G.人々の意識に根強い

差別や偏見がある

H.アパートの入居拒否など

地域社会から疎外されている

I.わからない

J.その他

無回答

■障がい者の人権に対する現状認識について、「A.人々の意識はかなり進んできたがま

だまだ差別や偏見がある」という回答が 54.3％と最も高く、また、「B.障がいや障がい

者の生活上の不便さなどに関する人々の認識が欠けている」も 40.2%に上る。 
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【 参 考 】 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 16 障害者の人権について現在の状況をどのように考えていますか。（○はいくつでも） 

60.4%

48.6%

35.2%

18.3%

12.2%

9.1%

8.3%

8.2%

5.9%

1.3%

1.9%

1.人々の意識はかなり進んできたよう

だが、まだまだ差別や偏見はある

2.障害や障害者の生活上の不便さなど

に関する人々の認識が欠けている

3.就労の機会が保証されていない

4.福祉施設の充実などにより、

人権はだいたい保証されている

5.人々の意識に根強い

差別や偏見がある

6.教育の機会が保証されていない

7.アパートの入居拒否など

地域社会から疎外されている

8.正しく理解され、人々の意識

に差別や偏見はほとんどない

9.わからない

10.その他

無回答

 

- 90 -



【性別・年齢との関係】 

〔図 16-1〕 問 16 障がい者の人権は守られているか と 性別 の関係 

54.0%

39.3%

29.5%

18.2%

10.0%

8.3%

9.2%

5.8%

9.7%

1.2%

1.5%

55.6%

41.2%

31.0%

18.4%

7.4%

8.3%

6.6%

7.9%

10.8%

0.9%

1.0%

A.人々の意識はかなり進んできたが
まだまだ差別や偏見がある

B.障がいや障がい者の生活上の不便さ
などに関する人々の認識が欠けている

C.就労の機会が保障されていない

D.福祉施策の充実などにより、
人権はだいたい保障されている

E.正しく理解され、人々の意識に
差別や偏見はほとんどない

F.教育の機会が保障されていない

G.人々の意識に根強い差別や偏見がある

H.アパートの入居拒否など
地域社会から疎外されている

I.わからない

J.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 16-1〕、男女ともに「A.人々の意識はかなり進んできたがまだまだ差別や偏見

がある」（男性 54.0%、女性 55.6%）が最も高くなっている。 

 次いで、「B.障がいや障がい者の生活上の不便さなどに関する人々の認識が欠けている」（男性

39.3%、女性 41.2%）、「C.就労の機会が保障されていない」（男性 29.5%、女性 31.0%）となっている。 
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〔図 16-2〕 問 16 障がい者の人権は守られているか と 年齢 の関係 

50.8%

56.8%

61.0%

60.8%

51.5%

41.0%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.人々の意識はかなり進んできたが
ま だまだ差別や偏見がある

45.0%

41.9%

47.2%

45.7%

35.3%

26.6%

B.障がいや障がい者の生活上の
不便さなどに関する人 の々認識が欠けている

24.2%

30.4%

36.8%

32.7%

30.7%

18.5%

C.就労の機会が保障されていない

18.3%

10.6%

11.2%

14.2%

25.1%

33.5%

D.福祉施策の充実などにより、
人権はだいたい保障されている

6.7%

1.8%

4.8%

5.7%

12.1%

22.0%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.正しく 理解され、人々 の意識に
差別や偏見はほとんどない

6.7%

9.3%

9.7%

10.8%

7.0%

3.5%

F.教育の機会が保障されていない

10.8%

7.5%

10.0%

8.0%

7.3%

2.3%

G.人々の意識に根強い差別や偏見がある

5.8%

7.5%

11.2%

6.5%

6.5%

2.3%

H.アパートの入居拒否など
地域社会から疎外されている

13.3%

9.7%

9.3%

9.1%

10.0%

13.9%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.わからない

2.5%

1.3%

0.0%

0.9%

1.1%

1.2%

J.その他

0.8%

1.3%

0.4%

0.6%

2.4%

1.2%

無回答

 
 年齢別でみても〔図 16-2〕、「A.人々の意識はかなり進んできたがまだまだ差別や偏見がある」は

すべての年代で最も高い割合を占めている。また、70 歳以上で「D.福祉施策の充実などにより、人

権はだいたい保障されている」が 33.5%と他の年代に比べて高くなっている。 
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問 17（身体障がい者の人権を尊重するための行政施策） 

 身体障がい者の人権を尊重するためには行政の施策としてどのようなことが重要だと思いま

すか。あなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

47.7%

39.4%

34.9%

23.8%

19.3%

16.0%

15.1%

14.7%

7.4%

1.2%

5.0%

1.4%

3.8%

A.共同作業所の充実や就職できる

職種の増加について企業を指導

するなど就労機会を確保する

B.医療やリハビリテーション・

介護の体制を充実させる

C.道路の段差や建物の階段などの

バリア（障壁）を取り除く

D.給与や年金などの

所得保障を充実させる

E.障がい者に対する正しい認識を

広げる啓発活動を充実させる

F.障がい児のための教育の

内容や機会を充実させる

G.病院・施設での障がい者に対する

対応や、医療関係者・施設職員の

人権意識を高めるための教育・研修を行う

H.相談体制を充実させる

I.スポーツや文化活動など、

余暇活動への参加に配慮する

J.現在の福祉施策は十分であり、

新たに取り組む必要はない

K.わからない

L.その他

無回答

■身体障がい者の人権が尊重されるために行政の施策として重要と思うことは、「A.共

同作業所の充実や就職できる職種の増加について企業を指導するなど就労機会を確保

する」(47.7%)、「B.医療やリハビリテーション、介護の体制を充実させる」(39.4%)、

「C.道路の段差や建物の階段などのバリア（障壁）を取り除く」(34.9%)の順に高くな

っている。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 17 障害者の人権を尊重するためには、行政の施策としてどのようなことが重要だと思いますか。身体
障害者、知的障害者、精神障害者の区分ごとに、特にあなたの考えに近いものをお答えください。 
（○は３つ以内）  ※身体障害者に関する回答 

33.8%

33.1%

25.9%

13.8%

10.2%

9.2%

8.1%

7.1%

6.6%

0.4%

9.2%

0.7%

19.6%

1.道路の段差や建物の階段など

バリア（障害）を取り除く

2.医療やリハビリテーション・

介護の体制を充実させる

3.共同作業所の充実や就職できる

職種の増加について企業を指導
するなど就労機会を確保する

4.給与や年金などの

所得保障を充実させる

5.病院･施設での障害者に対する対応

や医療関係者･施設職員の人権意識
を高めるための教育･研修を行う

6.障害者に対する正しい認識を

広げる啓発活動を充実させる

7.相談体制の充実

8.スポーツや文化活動など、

余暇活動への参加に配慮する

9.障害児のための教育の

内容や機会を充実させる

10.現在の福祉施設は十分であり、

新たに取り組む必要はない

11.わからない

12.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 17-1〕 問 17 身体障がい者の人権を尊重するための行政施策 と 性別 の関係 

45.2%

38.5%

33.0%

24.3%

20.5%

14.5%

16.3%

13.7%

8.7%

1.8%

5.2%

2.5%

2.8%

50.2%

40.7%

36.8%

23.5%

19.0%

17.4%

14.4%

15.5%

6.6%

0.9%

5.0%

0.8%

3.0%

A.共同作業所の充実や就職できる
職種の増加について企業を指導する

など就労機会を確保する

B.医療やリハビリテーション・
介護の体制を充実させる

C.道路の段差や建物の階段など
のバリア（障壁）を取り除く

D.給与や年金などの
所得保障を充実させる

E.障がい者に対する正しい認識を
広げる啓発活動を充実させる

F.障がい児のための教育の
内容や機会を充実させる

G.病院・施設での障がい者に対する対応や、
医療関係者・施設職員の人権意識を高める

ための教育・研修を行う

H.相談体制を充実させる

I.スポーツや文化活動など、
余暇活動への参加に配慮する

J.現在の福祉施策は十分であり、
新たに取り組む必要はない

K.わからない

L.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 17-1〕、男女ともに「A.共同作業所の充実や就職できる職種の増加について企

業を指導するなど就労機会を確保する」（男性 45.2%、50.2%）が最も高く、次いで「B.医療やリハ

ビリテーション・介護の体制を充実させる」（男性 38.5%、女性 40.7%）、「C.道路の段差や建物の階

段などのバリア（障壁）を取り除く」（男性 33.0%、女性 36.8%）となっている。 
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〔図 17-2〕 問 17 身体障がい者の人権を尊重するための行政施策 と 年齢 の関係 

38.3%

47.1%

53.9%

52.3%

46.6%

42.2%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.共同作業所の充実や就職できる
職種の増加について企業を指導するなど

就労機会を確保する

41.7%

42.3%

31.2%

42.6%

39.1%

45.7%

B.医療やリハビリテーショ ン・介護の体制を充実させる

50.8%

39.2%

40.5%

33.5%

32.1%

21.4%

C.道路の段差や建物の階段などの
バリア（障壁）を取り除く

20.0%

26.9%

21.6%

27.0%

23.5%

20.8%

D.給与や年金などの所得保障を充実させる

13.3%

16.3%

23.0%

21.3%

19.7%

18.5%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.障がい者に対する正しい認識を広げる
啓発活動を充実させる

15.8%

17.2%

18.6%

19.0%

14.6%

9.2%

F.障がい児のための教育の
内容や機会を充実させる

12.5%

16.3%

12.3%

13.9%

15.6%

23.1%

G.病院・施設での障がい者に対する対応や、
医療関係者・施設職員の人権意識を高めるための

教育・研修を行う

10.8%

9.7%

15.2%

17.9%

17.0%

12.1%

H.相談体制を充実させる

5.8%

6.2%

6.7%

8.5%

7.3%

9.8%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.スポーツや文化活動など、
余暇活動への参加に配慮する

1.7%

0.9%

0.7%

0.3%

2.2%

2.3%

J.現在の福祉施策は十分であり、
新たに取り組む必要はない

7.5%

4.0%

4.1%

2.8%

5.7%

8.7%

K.わからない

5.0%

2.2%

1.5%

0.9%

0.8%

0.6%

L.その他

0.8%

2.2%

2.2%

2.6%

4.0%

4.6%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

無回答

 
 年齢別でみると〔図 17-2〕、20 歳代では「C.道路の段差や建物の階段などのバリア（障壁）を取

り除く」（50.8%）が最も高く、30 歳代から 60 歳代では「A.共同作業所の充実や就職できる職種の

増加について企業を指導するなど就労機会を確保する」が最も高くなっている。また、70 歳以上で

は「B.医療やリハビリテーション・介護の体制を充実させる」（45.7%）が最も高くなっている。 
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問 18（知的障がい者の人権を尊重するための行政施策） 

 知的障がい者の人権を尊重するためには行政の施策としてどのようなことが重要だと思いま

すか。あなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

54.8%

30.9%

26.2%

25.7%

22.5%

17.2%

16.7%

15.5%

6.9%

1.0%

6.1%

1.4%

2.9%

A.共同作業所の充実や就職できる

職種の増加について企業を指導

するなど就労機会を確保する

B.医療やリハビリテーション・

介護の体制を充実させる

C.障がい児のための教育の

内容や機会を充実させる

D.障がい者に対する正しい認識を

広げる啓発活動を充実させる

E.給与や年金などの

所得保障を充実させる

F.分かりやすい案内表示などバリアフリー

な生活環境の改善・整備を進める

G.相談体制を充実させる

H.病院・施設での障がい者に対する

対応や、医療関係者・施設職員の

人権意識を高めるための教育・研修を行う

I.スポーツや文化活動など、

余暇活動への参加に配慮する

J.現在の福祉施策は十分であり、

新たに取り組む必要はない

K.わからない

L.その他

無回答

■知的障がい者の人権が尊重されるために行政の施策として重要と思うことは、「A.共

同作業所の充実や就職できる職種の増加について企業を指導するなど就労機会を確保

する」(54.8%)が最も高い。 

 次いで、「B.医療やリハビリテーション・介護の体制を充実させる」（30.9％）、「C.

障がい児のための教育の内容や機会を充実させる」（26.2％）、「D.障がい者に対する正

しい認識を広げる啓発活動を充実させる」（25.7％）となっている。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 17 障害者の人権を尊重するためには、行政の施策としてどのようなことが重要だと思いますか。身体
障害者、知的障害者、精神障害者の区分ごとに、特にあなたの考えに近いものをお答えください。 
（○は３つ以内）  ※知的障害者に関する回答 

34.0%

16.9%

15.7%

14.5%

12.6%

12.4%

9.7%

7.4%

2.5%

0.5%

9.4%

0.9%

25.5%

1.共同作業所の充実や就職できる

職種の増加について企業を指導

するなど就労機会を確保する

2.障害児のための教育の

内容や機会を充実させる

3.医療やリハビリテーション・

介護の体制を充実させる

4.障害者に対する正しい認識を

広げる啓発活動を充実させる

5.給与や年金などの

所得保障を充実させる

6.病院･施設での障害者に対する対応

や医療関係者･施設職員の人権意識
を高めるための教育･研修を行う

7.相談体制の充実

8.スポーツや文化活動など、

余暇活動への参加に配慮する

9.道路の段差や建物の階段

などバリア（障害）を取り除く

10.現在の福祉施設は十分であり、

新たに取り組む必要はない

11.わからない

12.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 18-1〕 問 18 知的障がい者の人権を尊重するための行政施策 と 性別 の関係 

51.0%

33.0%

23.3%

27.5%

20.7%

17.3%

15.8%

16.3%

7.5%

1.3%

6.5%

2.2%

2.3%

58.2%

29.8%

28.7%

24.8%

23.8%

17.4%

17.5%

15.0%

6.6%

0.8%

5.7%

0.9%

2.0%

A.共同作業所の充実や就職できる
職種の増加について企業を指導
するなど就労機会を確保する

B.医療やリハビリテーション・
介護の体制を充実させる

C.障がい児のための教育の
内容や機会を充実させる

D.障がい者に対する正しい認識を
広げる啓発活動を充実させる

E.給与や年金などの
所得保障を充実させる

F.分かりやすい案内表示など
バリアフリーな生活環境の

改善・整備を進める

G.相談体制を充実させる

H.病院・施設での障がい者に対する対応や、
医療関係者・施設職員の人権意識を

高めるための教育・研修を行う

I.スポーツや文化活動など、
余暇活動への参加に配慮する

J.現在の福祉施策は十分であり、
新たに取り組む必要はない

K.わからない

L.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 18-1〕、男女とも、「A.共同作業所の充実や就職できる職種の増加について企業

を指導するなど就労機会を確保する」（男性 51.0%、58.2%）が最も高く、次いで「B.医療やリハビ

リテーション・介護の体制を充実させる」（男性 33.0%、女性 29.8%）となっている。続いて女性で

は、「C.障がい児のための教育の内容や機会を充実させる」（女性 28.7%）、男性では「D.障がい者に

対する正しい認識を広げる啓発活動を充実させる」（男性 27.5％）が高くなっている。 
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〔図 18-2〕 問 18 知的障がい者の人権を尊重するための行政施策 と 年齢 の関係 

40.0%

56.8%

61.3%

59.7%

54.2%

48.0%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.共同作業所の充実や就職できる
職種の増加について企業を指導するなど

就労機会を確保する

30.0%

31.3%

24.5%

29.8%

32.1%

43.4%

B.医療やリハビリテーショ ン・介護の体制を充実させる

28.3%

27.8%

29.7%

30.1%

21.6%

21.4%

C.障がい児のための
教育の内容や機会を充実させる

33.3%

24.2%

30.9%

28.1%

22.6%

17.3%

D.障がい者に対する正しい認識を広げる
啓発活動を充実させる

16.7%

27.3%

22.3%

23.0%

23.5%

17.9%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.給与や年金などの所得保障を充実させる

25.8%

24.2%

13.8%

16.8%

17.5%

9.8%

F.分かりやすい案内表示など
バリアフリーな生活環境の改善・整備を進める

10.0%

13.2%

14.5%

17.6%

21.0%

19.1%

G.相談体制を充実させる

15.8%

9.7%

14.9%

18.2%

14.3%

23.1%

H.病院・施設での障がい者に対する対応や、
医療関係者・施設職員の人権意識を高めるための

教育・研修を行う

8.3%

4.0%

8.6%

5.4%

8.4%

8.1%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.スポーツや文化活動など、
余暇活動への参加に配慮する

1.7%

0.4%

0.7%

0.3%

1.6%

1.7%

J.現在の福祉施策は十分であり、
新たに取り組む必要はない

9.2%

4.8%

5.6%

3.7%

8.1%

6.9%

K.わからない

3.3%

3.1%

0.7%

0.9%

1.1%

0.6%

L.その他

0.8%

1.8%

1.1%

2.3%

3.0%

2.9%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

無回答

 
 年齢別でみても〔図 18-2〕、「A.共同作業所の充実や就職できる職種の増加について企業を指導す

るなど就労機会を確保する」では 40 歳代（61.3%）が、全ての年代で最も高くなっている。 
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問 19（精神障がい者の人権を尊重するための行政施策） 

 精神障がい者の人権を尊重するためには行政の施策としてどのようなことが重要だと思いま

すか。あなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

46.3%

34.3%

28.9%

28.5%

23.5%

16.9%

16.0%

6.3%

1.1%

10.3%

1.2%

3.0%

A.医療やリハビリテーション・

介護の体制を充実させる

B.共同作業所の充実や就職できる

職種の増加について企業を指導

するなど就労機会を確保する

C.障がい者に対する正しい認識

を広げる啓発活動を充実させる

D.相談体制を充実させる

E.病院・施設での障がい者に対する

対応や、医療関係者・施設職員

の人権意識を高めるための教育・研修を行う

F.給与や年金などの

所得保障を充実させる

G.障がい児のための教育の

内容や機会を充実させる

H.スポーツや文化活動など、

余暇活動への参加に配慮する

I.現在の福祉施策は十分であり、

新たに取り組む必要はない

J.わからない

K.その他

無回答

■精神障がい者の人権が尊重されるために行政の施策として重要と思うことは、「A.医

療やリハビリテーション・介護の体制を充実させる」(46.3%)が最も高い。次いで「B.

共同作業所の充実や就職できる職種の増加について企業を指導するなど就労機会を確

保する」（34.3％）、「C.障がい者に対する正しい認識を広げる啓発活動を充実させる」

（28.9％）、「D.相談体制を充実させる」（28.5％）となっている。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 17 障害者の人権を尊重するためには、行政の施策としてどのようなことが重要だと思いますか。身体
障害者、知的障害者、精神障害者の区分ごとに、特にあなたの考えに近いものをお答えください。 
（○は３つ以内）  ※精神障害者に関する回答 

20.4%

19.7%

17.7%

17.1%

16.2%

10.6%

7.1%

5.0%

2.1%

0.6%

9.4%

0.9%

29.2%

1.医療やリハビリテーション・

介護の体制を充実させる

2.相談体制の充実

3.共同作業所の充実や就職できる

職種の増加について企業を指導

するなど就労機会を確保する

4.障害者に対する正しい認識を

広げる啓発活動を充実させる

5.病院･施設での障害者に対する対応

や医療関係者･施設職員の人権意識

を高めるための教育･研修を行う

6.給与や年金などの

所得保障を充実させる

7.障害児のための教育の

内容や機会を充実させる

8.スポーツや文化活動など、

余暇活動への参加に配慮する

9.道路の段差や建物の階段など

バリア（障害）を取り除く

10.現在の福祉施設は十分であり、

新たに取り組む必要はない

11.わからない

12.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 19-1〕 問 19 精神障がい者の人権を尊重するための行政施策 と 性別 の関係 

49.7%

32.5%

27.2%

24.7%

25.2%

14.8%

17.8%

6.8%

1.2%

10.0%

1.7%

2.5%

44.7%

35.9%

30.8%

31.5%

22.5%

18.3%

15.1%

6.2%

1.1%

10.6%

1.0%

1.9%

A.医療やリハビリテーション・
介護の体制を充実させる

B.共同作業所の充実や就職できる
職種の増加について企業を指導
するなど就労機会を確保する

C.障がい者に対する正しい認識を
広げる啓発活動を充実させる

D.相談体制を充実させる

E.病院・施設での障がい者に対する対応や、
医療関係者・施設職員の人権意識を高める

ための教育・研修を行う

F.給与や年金などの
所得保障を充実させる

G.障がい児のための教育の
内容や機会を充実させる

H.スポーツや文化活動など、余暇
活動への参加に配慮する

I.現在の福祉施策は十分であり
、新たに取り組む必要はない

J.わからない

K.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 19-1〕、男女とも「A.医療やリハビリテーション・介護の体制を充実させる」（男

性 49.7%、女性 44.7%）が最も高く、次いで「B.共同作業所の充実や就職できる職種の増加について

企業を指導するなど就労機会を確保する」（男性 32.5%、女性 35.9%）となっている。 
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〔図 19-2〕 問 19 精神障がい者の人権を尊重するための行政施策 と 年齢 の関係 

43.3%

47.1%

40.1%

48.9%

49.1%

49.7%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.医療やリハビリテーション・介護の体制を充実させる

32.5%

33.5%

38.3%

35.2%

35.0%

29.5%

B.共同作業所の充実や就職できる
職種の増加について企業を指導するなど

就労機会を確保する

30.0%

29.5%

35.3%

31.3%

26.1%

20.8%

C.障がい者に対する正しい認識を広げる
啓発活動を充実させる

28.3%

25.1%

30.1%

32.1%

29.4%

23.1%

D.相談体制を充実させる

25.8%

16.7%

20.1%

25.9%

24.5%

31.8%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.病院・施設での障がい者に対する対応や、
医療関係者・施設職員の人権意識を高めるための

教育・研修を行う

15.0%

20.7%

16.4%

16.2%

15.6%

18.5%

F.給与や年金などの所得保障を充実させる

15.0%

16.7%

15.2%

21.0%

13.2%

15.0%

G.障がい児のための
教育の内容や機会を充実させる

4.2%

4.8%

6.3%

5.1%

8.4%

8.7%

H.スポーツや文化活動など、
余暇活動への参加に配慮する

1.7%

0.9%

1.1%

0.0%

2.2%

1.2%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.現在の福祉施策は十分であり、
新たに取り組む必要はない

10.8%

11.5%

9.7%

8.2%

11.1%

12.7%

J.わからない

3.3%

2.2%

1.5%

0.6%

0.8%

0.6%

K.その他

0.0%

1.3%

1.9%

1.7%

3.2%

3.5%

無回答

 
 年齢別でみると〔図 19-2〕、「A.医療やリハビリテーション・介護の体制を充実させる」がすべて

の年代で 4 割以上と高くなっており、「B.共同作業所の充実や就職できる職種の増加について企業を

指導するなど就労機会を確保する」も 20 歳代から 60 歳代まで 3 割以上となっている。 

 また、「E.病院・施設での障がい者に対する対応や、医療関係者・施設職員の人権意識を高めるた

めの教育・研修を行う」は 70 歳以上（31.8％）が最も高くなっている。 
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